水道料金格差の解消と道州制レベルの広域化-市町村原則の罪と政治的な価格決定- by 矢根 真二
1 市町村原則の限界としての水道料金問題
日本の上水道事業の基本的な枠組みは, 水道供給を各市町村の責任とする ｢市町村原則｣
に基づく地域独占事業に ｢独立採算原則｣ を課すことによって形成されている｡ 明治時代の
水道条例にまでさかのぼることのできる市町村原則は, とりわけ高度成長期のインフラ建設
23
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あろう2)｡ その際, 事業地域の拡大は, 物的・人的配置の効率化を促すだけでなく, 各地の
渇水リスクを低下させる｡ 福岡市で水不足が発生しても, 下関市に余裕があれば, 同一事業









1) たとえば, 矢根 (2012, 2015) を参照｡
2) 田平 (1998) に始まる日本の水道事業の計量経済学研究は, 中山 (2003) によってノンパラメトリッ
クな分析と共に要約され, Tanaka and Urakami (2011) で更新されている｡ 費用関数や最適規模を給
水人口で表そうとする研究も多く, また吉川・他 (2012) でも規模が生産に正の影響を与えることを
確認している｡
3) 計量分析で使用される取水量や給水人口や職員数等の諸変数の標準偏差は平均値の４倍を超え, 本
稿の分析対象である単位当たりの価格や費用よりさらに大きな散度を示す｡ Yane and Berg (2011, 13)
を参照｡
そこで本稿では, 水道の供給構造と老朽化を分析した矢根 (2012) で用いた 『水道統計』
の2007年度のデータを用い, 水道料金格差が有する事業地域の広域化論議への政策的含意を
検討する｡ データはやや古くなるものの, 大きな自然災害や経済変動の影響が少ないうえ,
すでに給水構造等が明らかにされているからである｡ また, 格差については, 全国レベルだ




ている実態を明らかにする｡ これらの事実を説明するために, ｢市町村原則の罪｣ と ｢政治






本節第１項では, 水道料金, 供給単価および給水原価について, 全国および道州制レベル
内での事業者格差の実態を明らかにする｡ これらのデータが取れるサンプルは, 前節で述べ
















5) 茨城県の桜川市 (真壁) の料金であり, 供給単価は285円, 給水原価は358円である｡ ２番目は山形







事実, 表１の最下欄に要約されているように, 供給単価 (uprice) の最大値2013円は最小
値37円の約54倍に達する｡ さらに, 給水原価 (ucost) の最大値16004円6) は最小値31円の516
倍, ２番目に高い給水原価2086円に対する倍率でも約67倍に達する｡ 少なくとも全国レベル








6) 長野県の㈱三井の森の給水原価であり, 供給単価は384円である｡ ２番目の新潟県の佐渡市 (金井)
の供給単価は2013円である｡ 三井の森をアウトライヤー (外れ値) として除外して再計算すると, 給
水原価の全国の変動係数は0.58, 北関東は0.54まで低下する｡













































分した 1 極小, 2 小, 3 中, 4 大, 5 極大規模の５群に分類されている｡ それぞれの給水




｡ 列は, 取水量の過半が 1 受水, 2 ダム, 3 ダム以外の河
川等の表層水, 4 地下水であるかどうかで区分し, それ以外を 5 その他として分類してい
る｡
表２の最下行をみれば事業者数としては地下水型と受水型が多く, ダム型は少ないことが







供給単価 (円m3) uprice 給水原価 (円m3) ucost
最小値 平均値 最大値 変動係数 最小値 平均値 最大値 変動係数
1 北海道 118 220 458 0.25 96 231 545 0.36
2 北東北 86 225 476 0.28 87 249 891 0.50
3 南東北 99 230 460 0.22 103 256 729 0.35
4 北関東 69 184 540 0.32 31 262 16,004 3.78
5 南関東 37 185 537 0.42 55 226 683 0.55
6 北陸 62 183 2,013 1.13 66 198 2,086 1.12
7 東海 50 143 277 0.29 48 144 427 0.35
8 近畿 57 179 382 0.27 50 191 947 0.44
9 中国 75 172 288 0.27 78 186 433 0.36
10 四国 70 161 323 0.29 63 163 459 0.41
11 北九州 102 200 507 0.31 58 211 865 0.46
12 南九州 99 169 1,298 0.75 83 170 1,859 1.09
13 沖縄 55 188 233 0.21 109 190 236 0.15
全国 37 185 2,013 0.44 31 210 16,004 2.04
出所：『水道統計』 2007年版より作成











図２は, 料金回収率 (pricecost) と経常収支比率 (revcost) の散布図に回帰直線を描い
たものである｡ 料金回収率とは給水原価に対する供給単価の比率 (の百倍) だから, 百を示
す垂直線より左側は原価割れ事業者である｡ 同様に, 経常収支比率は経常費用に対する経常





るのである｡ 換言すれば, 原価割れの価格さえ設定しなければ, 経常収支は赤字になってい
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表２ 全1476末端給水事業者の規模と水源による類型
1 受水型 2 ダム型 3 表層型 4 地下型 5 その他 総計
1 極小 57 12 58 138 31 296
2 小規模 62 16 57 135 25 295
3 中規模 75 15 47 134 24 295
4 大規模 99 15 38 108 35 295
5 極大 122 32 47 62 32 295
総計 415 90 247 577 147 1,476
出所：『水道統計』 2007年版より作成
表３ 原価割れ事業者の全事業者に占めるパーセンテージ
1 受水型 2 ダム型 3 表層型 4 地下型 5 その他 総計
1 極小 84％ 83％ 57％ 59％ 65％ 65％
2 小規模 69％ 63％ 39％ 47％ 36％ 50％
3 中規模 63％ 33％ 60％ 39％ 46％ 48％
4 大規模 53％ 40％ 32％ 42％ 43％ 44％
5 極大 60％ 59％ 43％ 39％ 56％ 52％




































● revcost Fitted values
表４ 経常収支が赤字の事業者の原価割れ事業者に占めるパーセンテージ
1 受水型 2 ダム型 3 表層型 4 地下型 5 その他 総計
1 極小 44％ 40％ 33％ 44％ 55％ 43％
2 小規模 37％ 30％ 45％ 46％ 22％ 41％
3 中規模 51％ 60％ 43％ 35％ 36％ 43％
4 大規模 27％ 17％ 33％ 24％ 40％ 28％
5 極大 19％ 26％ 20％ 25％ 28％ 22％
総計 34％ 32％ 36％ 38％ 38％ 36％
出所：『水道統計』 2007年版より作成
























実際, 独立採算原則をうたいながらも, 営業外収益には ｢国庫 (県) 補助｣ と ｢他会計補















業者群 G1とそうでない事業者群 G2に分けて描いた給水原価 (ucost) のボックスプロット





者群 G2のそれを大きく上回る傾向を確認できる｡ 特に, 極小規模における G1と G2の格
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8) いわゆる公共料金の決定に政治的判断が影響するのは世の常であり, 古くから多様な議論がある｡




アウトライヤー (外れ値) として除外されている｡ ゆえに, 図３・４および Appendix 2・3の線分の
右端は標本全体の最大値ではないことに留意すべきである｡ ただしアウトライヤーを含めた図５およ
び Appendix 4では, 最大値および最小値が線分範囲を超える場合でも, 線分外の黒丸として描かれ
ている｡
図３ 原価割れ価格設定者 G1とそうでない事業者 G2の給水原価 ucost












こうした給水原価の格差は, 図４の供給単価 (uprice) にも反映されている｡ すなわち,
規模が大きくなるにつれ給水単価は下落し, 各規模においては G1の価格が G2の価格を上
回る傾向がみられる｡ しかし, 原価割れ価格設定事業者群 G1とそうでない事業者群 G2の
中心価格帯の相違が大幅に縮小している点こそ, 注目すべき最大の相違である｡








G1と G2の間の格差は一斉に大きく縮小している｡ すなわち, 規模や主水源が異なろうと,
政治的な価格決定は一定の普遍性をもって実施されているのである｡
3.2 超高給水原価事業者群と市町村原則の罪




図４ 原価割れ価格設定者 G1とそうでない事業者 G2の供給単価 uprice
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各類型における著しく高い給水原価にあることを明らかにした｡
そこで本項では, 給水原価を基準に事業者を10分位に分け, 特に平均値533円を有する上
位10％の ｢超高給水原価事業者群｣ の特徴を考察しよう｡ もちろん逆に, 平均値93円の下位

















スプロットを描いたのが図５である｡ 図５ (および Appendix 4) では, アウトライヤーを
除外する必要がなくなったので, 最大値は右方の線端ないし黒丸として示されている｡ 取水
量ないし給水人口でわずか２％の事業者を除外するだけで, 供給単価の格差が大きく縮小す
るだけでなく, 原価割れ事業者群 G1とそうでない事業者群 G2の格差もほぼ解消すること
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表５ 超高給水原価事業者の全事業者に占めるパーセンテージ
1 受水型 2 ダム型 3 表層型 4 地下型 5 その他 総計
1 極小 58％ 25％ 21％ 20％ 16％ 27％
2 小規模 19％ 31％ 12％ 7％ 8％ 12％
3 中規模 11％ 7％ 11％ 1％ 0％ 5％
4 大規模 7％ 20％ 0％ 2％ 11％ 5％
5 極大 1％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％
総計 15％ 13％ 10％ 7％ 7％ 10％
出所：『水道統計』 2007年版より作成
10) 経常収支比率も全事業者平均値108に対して, 超高給水原価事業者群は99, 超低給水原価事業者群
は119である｡ 超高給水原価事業者群は, 10分類された事業者群の中で経常収支の平均値が赤字にな
る唯一のグループでもある｡
がわかる｡ 特に, 超高給水原価事業者を多く抱えていた極小規模においては, G1の中心価
格帯の方が G2よりむしろ集中した範囲に収まるようにみえる｡
主水源別にプロットした Appendix 4からも, 原価割れ事業者群 G1の最大価格の方がそ
うでない事業者群 G2の最大価格を下回り, 両者の格差が縮小することを確認できる｡ とり
わけ中心価格帯の右端, つまり第３四分位の価格では, 受水型を除けば G1群の方が低くなっ
ているぐらいである｡
実際, 供給単価の最大値328円は最小値37円の９倍足らずに, 変動係数も0.27まで低下し
ている｡ これは, 給水原価の最大値295円が最小値31円の10倍足らずに, 変動係数も0.3まで










11) もちろん, 事業年齢の平均値は35年でも, ここでも最小値０年から最大値80年までの大きなばらつ
きがある｡ しかし, 他の９群の事業年齢の平均値は41年から52年の範囲であり, 平均値自体に大きな
格差があるのは事実である｡ 実際, 事業年齢を老若に二分してみても, 超高給水原価事業者の72％が
若い事業者となり, その高さは突出している｡
図５ 超高給水原価事業者を除く G1と G2の供給単価 uprice







































いる｡ 実際, 財政逼迫が深刻になるにつれ, 地域独占たる水道事業ではエビデンスが不十分
であるにもかかわらず, とりあえず運営権の売却等に向かう傾向が強まりそうである｡ しか
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12) 最近では, インフラの民間開放を条件に財政投融資で自治体の借入金の前倒し返済を進め, 国への
補償金を免除する計画が報道されている｡ たとえば, ｢インフラの民間開放を促進｣ (『日本経済新聞』
2016年８月23日) を参照｡
13) 中山 (2003) および Berg and Marques (2011) を参照｡ 後者では, 民か公かより, 規制レジームが
もっと重要ではないかと示唆されている｡
し, 対策の第一歩は, そもそも経済合理性を無視してきた市町村原則の撤廃ではないか, と
いうのが前節の含意なのである｡













金回収率が100に達するので, 原価割れ価格設定事業者をなくすことができる｡ しかも, こ
の給水収支均衡価格は, 表１の過半の原価割れ事業者を抱える現行供給単価の事業者平均値
よりも, 総じて安価なのである14)｡ これは全国レベルで９円安くなるように, 規模の大きな
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1 北海道 200 203 400 2,000 100,000
2 北東北 211 211 33 100 66,200
3 南東北 221 228 785 4,000 124,000
4 北関東 168 172 400 6,000 290,000
5 南関東 188 186 251 7,000 622,000
6 北陸 155 162 937 4,600 94,900
7 東海 147 145 210 3,000 256,000
8 近畿 169 174 535 10,000 394,000
9 中国 162 165 453 3,000 129,000
10 四国 155 147 1,000 3,400 65,700
11 北九州 197 201 410 3,000 148,000
12 南九州 157 149 941 3,400 65,500
13 沖縄 194 191 376 500 32,700
全国 175 176 86 15,400 2,388,000
出所：『水道統計』 2007年版より作成
事業者の方が費用が安い傾向があるためである｡
この結果は, 現行の給水収益を各事業者が堅持 (それゆえ原価割れ事業者を放置) して,
道州レベルで均一の供給単価を課した場合にも, ほとんど同じである｡ 大きな違いは, 最下
欄の全国レベルの供給単価が175.0円だから, 給水原価の176.2円とは厳密には 1m3当たり1.2
円の原価割れ差額が発生するため, それに (Appendix 1に示された) 年間有収総水量約136
億 m3を乗じた原価割れ額154億円が発生する点である｡ この原価割れ額も全国の給水人口
で除した住民負担額はわずか86円にすぎない｡ もっとも原価割れ額の大きな南東北や北陸で
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所属都道府県 有収水量 (千 m3)・％ 給水人口 (千人)・％
1 北海道 北海道 501,246 4％ 4,993,828 4％
2 北東北 青森, 岩手, 秋田 314,225 2％ 3,076,536 3％
3 南東北 宮城, 山形, 福島 561,522 4％ 5,093,360 4％
4 北関東 茨城, 栃木, 群馬, 埼玉, 長野 1,725,941 13％ 15,000,000 13％
5 南関東 千葉, 東京, 神奈川, 山梨 3,302,152 24％ 27,900,000 24％
6 北陸 新潟, 富山, 石川, 福井 613,796 5％ 4,910,964 4％
7 東海 岐阜, 静岡, 愛知, 三重 1,740,086 13％ 14,300,000 12％
8 近畿 滋賀, 京都, 大阪, 兵庫, 奈良, 和歌山 2,325,372 17％ 18,700,000 16％
9 中国 鳥取, 島根, 岡山, 広島, 山口 797,952 6％ 6,617,692 6％
10 四国 徳島, 愛媛, 香川, 高知 424,706 3％ 3,401,204 3％
11 北九州 福岡, 佐賀, 長崎, 大分 750,441 6％ 7,320,413 6％
12 南九州 熊本, 宮崎, 鹿児島 417,138 3％ 3,612,251 3％
13 沖縄 沖縄 168,822 1％ 1,328,762 1％
全国 以上の全都道府県 13,643,399 100％ 116,255,010 100％
出所：『水道統計』 2007年版より作成
Appendix 2 原価割れ価格設定者 G1とそうでない事業者 G2の給水原価 ucost
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Appendix 3 原価割れ価格設定者 G1とそうでない事業者 G2の供給単価 uprice
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Appendix 4 超高給水原価事業者を除く G1と G2の供給単価 uprice












A Solution to the Problem of Water Fee Disparity
and Delocalization of the Doshu System:
Problems Caused by the Municipality Responsibility
Principle and the Politically-Affected Price Setting
YANE Shinji
This study raises awareness of the importance of reforms that expand the supply area of water
to the Doshu system level, from the viewpoint of the large disparity of current fees in Japan. This
disparity is based mainly on two hypotheses : problems caused by the municipality responsibility
principle and those caused by politically-based price settings. The former hypothesis refers to
the problem of prioritizing the principle of obligating each municipality to supply water over the
economic rationality specific to each region, resulting in creation of small-scale utilities that run
at high cost. The latter hypothesis refers to the expanded cost disparity which caused politically-
based price settings that prevent them from covering the initial cost to prevail among the
majority of utilities. Empirical evidence of these two perspectives clarifies the magnitude of the
cost gap even greater than the price gap, and, at the same time, demonstrates the difficulty of
solving this issue. This paper also provides a price list, estimated at the Doshu system level,
which takes both equality and finances into account.
